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法曹養成制度に関する企業内弁護士普及促進の観点からの提言 
 

日本組織内弁護士協会前理事長 梅田康宏 

第１ 企業内弁護士の活動状況 

 企業内弁護士は 2001 年から 2011 年までの間に純増率年平均 25.3%の割合で堅調に増加を

続けている（別紙１）。また、2010 年と 2011 年で比較すると、企業内弁護士純増数に占める

経験弁護士の割合が 59.9%、新人弁護士が 40.1%となっており、企業が新人弁護士と経験弁護

士をバランスよく採用していることが分かる（別紙２）。 

これらの数値は、企業内弁護士の活動領域が、企業における新人、中堅、シニアの各階層に

おいて着実に拡大していることを示している。 

 

第２ 企業内弁護士として求められる人材 

 高い法的思考力とコミュニケーション能力を兼ね備えた人材が求められている。 

 

第３ 企業内弁護士を普及させるための方策 

１ 数値目標の設定 

  具体的数値目標として、2021 年までに、①企業内弁護士の純増率 25.3%の維持、②企業

内弁護士数 5000 人、③企業内弁護士率 10%、の３つを挙げたい。 

  純増率 25.3%は過去実績に基づく数値であり、これが今後も維持されれば理論上企業内弁

護士数は 2016 年に 1816 人、2021 年には 5609 人に達する計算となる（別紙１）。また、企

業内弁護士の先進国である米国において、全弁護士に占める企業内弁護士の割合は 1980 年

以降 10～8%で推移している（別紙３）。上記目標の達成は十分現実的なものと考える。 

２ 法科大学院における企業内弁護士実務家教員の増加 

  法科大学院における現役企業内弁護士の実務家教員の数を増やすと共に、カリキュラムを

工夫し、法科大学院生が企業内弁護士の独自の役割や実務に触れる機会を確保する。 

  現在の実務家教員は法律事務所勤務の弁護士に偏重している。企業内弁護士を法科大学院

に派遣することは企業側にもメリットがあり、教員確保は十分に可能である。10%程度を目

標に増員すべきである。過渡的には、企業内弁護士の講演会などによりこれを補う努力をす

べきと考える。また、他の授業でも弁護士の多様性を念頭におき相互に連携を取る。 

３ 若手企業内弁護士に対するプログラム等の整備 

  日弁連、弁護士会、日本組織内弁護士協会が中心となり、企業や経済団体とも連携しなが

ら、法曹としてのスキルが不十分なまま企業内弁護士となった者を支援するスキルアッププ

ログラムのほか、行動指針やガイドラインを策定する。 

企業内弁護士の実情に合った内容の行動指針やガイドラインは、企業内弁護士の意義や価

値を明確化すると共に、企業内弁護士の位置づけが明確化していない企業に入る弁護士にと

って道標となる。企業内弁護士となることへの不安感を払しょくする有効な手段と考える。 
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http://www.americanbar.org/content/dam/aba/migrated/marketresearch/PublicDocuments/Lawyer_Demographics.authcheckdam.pdf�


梅田康宏 

日本組織内弁護士協会 前理事長 

日本放送協会総合リスク管理室法務部 法務主査 

一橋大学大学院法学研究科法務専攻 非常勤講師 

 

経歴 

1996 年 3 月 慶應義塾大学法学部法律学科卒業 

2000 年 10 月 弁護士登録（東京弁護士会・53 期） 

2000 年 12 月  日本放送協会法務部勤務 

2007 年 5 月  テンプル大学ロースクール卒業（LL.M.） 

2008 年 4 月  一橋大学法科大学院 非常勤講師 

2010 年 8 月 ニューヨーク大学ロースクール客員研究員 

2011 年 3 月 モリソン・フォースター法律事務所外国客員弁護士（在ニューヨーク） 

2011 年 5 月 ペイコフ法律事務所外国客員弁護士（在ニューヨーク） 

 

役職等 

2001 年 8 月  インハウスローヤーズネットワーク（現日本組織内弁護士協会）代表 

2006 年 1 月  日本組織内弁護士協会 理事長 

2006 年 1 月 日弁連 弁護士業務改革委員会 幹事 

2006 年 8 月 日弁連 弁護士業務総合推進センター 委員 

2008 年 8 月 日弁連 法的サービス企画推進センター 委員 

2009 年 7 月 日弁連 倫理委員会 委員 

 

主な著書論文等 

2004 年 6 月  『インハウスローヤーの時代』日本評論社（共著） 

2004 年 11 月  『インターネット法律相談所』リックテレコム（共著） 

2005 年 5 月  『エンターテインメントと法律』商事法務（共著） 

2006 年 3 月  「判例紹介 CATV による放送の同時再送信に関する『5 団体契約』の有効性および適

用範囲が問題となった 2 つの事件」コピライト 539 号 29 頁 

2006 年 10 月  『企業法務判例ケーススタディ 300 企業取引・知的財産権編』きんざい（共著） 

2006 年 12 月  「インハウスローヤーが法科大学院に望むこと」ロースクール研究 4 号 190 頁 

2007 年 5 月  「企業で働く弁護士の実像」自由と正義 2007 年 5 月号 12 頁 

2007 年 10 月  「企業コンプライアンスと企業内弁護士の役割」 法学セミナー634 号 8 頁 

2008 年 3 月  『よくわかるテレビ番組制作の法律相談』角川学芸出版（共著） 

2008 年 10 月 「企業内弁護士の処遇モデル」ビジネスロージャーナル 7 号 

2009 年 11 月 「放送に関する著作権問題」『情報ネットワークの法律実務』第一法規 

2009 年 12 月 「時事の事件の報道〔バーンズコレクション事件〕」著作権判例百選［第 4 版］ 

2012 年 1 月 「判例紹介 週刊誌による名誉毀損で旧商法 266 条ノ 3 第 1 項に基づく代表取締役の

責任が否定された事件」コピライト 609 号 40 頁 
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